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中小企業における人材の
活用等の実態調査
（概　要）

〔平成22年度調査研究事業報告書〕

＜はじめに＞

経済の成熟化、少子・高齢化、デジタル化の進展、経済のグローバル化等、中小企業を取り

巻く経営環境は大きく変化し、それぞれの企業に求められる能力は高度化・多様化の度を増す

一方では地域経済の疲弊が取沙汰されている。

こうした中で、地域経済の担い手である中小企業では、人材、資金、技術、情報といった経

営資源の制約にどのように対処するか、特に、人材の採用・確保、定着と育成・活用（以下で

は、「人材の活用等」と言う）が従来以上に重要な経営課題となっている。

このため、当研究所では、中小企業が人材の活用等にどのように取り組み、どのような課題

を有しているのかを明らかにするため、本調査を実施した。具体的には、人材の活用等、ワー

ク･ライフ・バランス、人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育について、

中小企業に対してアンケート調査を行った。本報告書はそのアンケート調査の結果を取りまと

めたものであり、中小企業の研究者や政策担当者等の関係者に多少とも参考になれば幸いで

ある。

財団法人商工総合研究所

＜要　旨＞

1. 人材の採用方法は、不定期での中途採用が中心であり、新卒については採用を行わないとす

る企業が定期採用・不定期採用を上回っている。こうした中で、将来の経営者層の候補、ソ

リューションの提案、技術・商品開発等の、特に高度な能力を必要とする人材を中心に全般

的に人材の不足感が強い。一方で、現有の人材については、全般的に期待を下回ると評価し

ている。こうした状況下、賃金対比で生産性の低い従業員が多い中で、人員不足・業務繁忙

から人材の計画的・中長期的な育成・活用が困難になっており、若年労働者の定着率の低さ

に起因する技能承継の困難さ等が課題となっている。また、非正規雇用については、定型的
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業務をパートタイマー・派遣社員、定型的ではない業務を嘱託・契約社員等で行っている。

2. 人材の確保・定着の方法としては、待遇面では成果給への志向が強く、教育・訓練体制を整

備し、上司・先輩の指導により、仕事のやりがいを意識させることを重視している。一方、

経営への参画（経営計画の策定や重要事項の権限委譲）については、余り行われておらず、

従業員と経営陣の間に一線を画している企業が大宗を占めている可能性がある。

3. 従業員の能力形成については、方法としては長期的・計画的にOJTを行うことを基本に、資

格取得の奨励、社内での集合研修や勉強会等で補完し、社内（と従業員本人）で行っている。

目的・狙いをみると、知識の習得と問題解決能力の向上を過半数の企業が意識している。し

かし、能力形成を重視している企業が多いものの、人材の育成が円滑に進んでいない。人材

育成の成果が上がっている企業では、情報の共有とコミュニケーションの円滑化・向上を能

力形成の目的・狙いとする企業が相対的に高く、暗黙知の共有（「形式知」への転換）によ

る組織の構成員の経験・知識の集積による相乗効果や意思決定のスピード・アップの重要性

が窺われる。

4. ワーク･ライフ・バランス（以下、「WLB」と略す）については、総じて認識が低く、所在

地、規模、業況による格差がみられる。WLBの対策としては6割の企業が高齢者再雇用・継

続雇用を、約4割の企業が定年延長を実施しており、経験豊富な高齢者層を戦力として活用

している。また、育児休業も4割の企業が実施しており、特に、規模の大きい企業、女子従

業員比率の高い企業、業況の良い企業で女性従業員の働きやすさに配慮しているものとみら

れる。取組み姿勢をみると、WLBの考え方を尊重している企業が過半数に達しており、人

材育成の成果が上がっている企業では、WLBを制度化済み、あるいは制度化予定の企業の

比率が、成果が上がっていない企業よりも高く、WLBと人材育成の成果に正の相関がある

可能性を窺わせている。

5. 就業経験のない在学生への教育（教養・常識、積極性、論理的思考力等）についても、自社

の従業員を派遣する、あるいは、留学させる場合の教育（新技術の習得、専門知識の高度化

等）についても、大学・大学院での教育に対して中小企業は全般的に期待している。しかし、

その教育に対する評価は全般的に期待を下回っており、就業経験のない在学生への教育につ

いては問題の発見と解決の能力、社会人に必要な基礎知識で、自社の従業員を派遣する、あ

るいは、留学させる場合の教育については新技術の習得、専門知識の高度化で相対的に評価

が厳しい。また、業況が良い企業で期待感が高く、業況の芳しくない企業で評価が厳しい。



2011.1022

はじめに

要旨

目次

調査要領

回答企業の属性

調査結果概要

目　次

2 調査時点 ○2010年11月下旬～2011年1月上旬

1 調査目的 ○中小企業が人材の活用等にどのように取り組み、どのような課題を有しているのかを明らかにする。

3 調査体正先 ○中小企業5,000社。有効回答数643社（回収率12.9％）

○調査票の郵送によるアンケート調査4 調査方法

5 調査内容

6 その他

①人材の活用等（人材に関する課題、人材の採用、確保・定着、従業員の能力形成）について
②ワーク･ライフ・バランスについて
③人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育について

図表内で四捨五入の関係上、内訳の積算が合計に一致しない場合がある（例：構成比（％）の合計が
100にならない）。

調査要領

回答企業の属性
（注）属性項目の一部に未回答の企業があるため、各属性の回答企業数は有効回答数に達しない。

１.　所在地 ２.　資本金 

 No. 階級 回答企業数 構成比（%） 

 1 北海道 30 4.8  

 2 東北 61 9.7  

 3 北関東 28 4.4  

 4 首都圏 154 24.4  

 5 甲信越 36 5.7  

 6 東海 88 13.9  

 7 北陸 19 3.0  

 8 近畿 91 14.4  

 9 中国 42 6.7  

 10 四国 25 4.0  

 11 九州・沖縄 57 9.0 

  合計 631 100.0

 No. 階級 回答企業数 構成比（%） 

 1 1千万円以下 189 30.3  

 2 1千万円超～3千万円以下 245 39.3  

 3 3千万円超～5千万円以下 95 15.2  

 4 5千万円超～1億円以下 55 8.8  

 5 1億円超～3億円以下 24 3.9  

 6 3億円超 15 2.4 

  合計 623 100.0

（注）本調査の結果の全容は、当研究所のホームページ（http://www.shokosoken.or.jp/）にて参照されたい。
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１. 人材の活用等（採用・確保、定着と

育成・活用）について

1.1 中小企業では、将来の経営者層の候補、ソ

リューションの提案、技術・商品開発等の、

特に高度な能力を必要とする人材を中心に

全般的に人材の不足感が強い。また、現有

の人材の評価については、全般的に期待を

下回ると評価している。特に、ソリューシ

ョンの提案、技術・商品開発といった中長

期的な不足感の強い人材についての評価が

低い。また、現場での定型的な業務を行う

人材の不足感と期待を下回る度合いは相対

的に低い。一方、社内業務の改善提案を行

う人材に対する評価が低い。このような提

案は現場で働く人材に期待されていること

が多いことから、中小企業は現場の人材の

応用力に課題があると考えているものと思

われる（後掲図表1,2）。

1.2 最近5年間の採用方法の中心は不定期での

中途採用であり、新卒については採用しな

かった企業が5割弱で最も多い。一方、今

３.　従業員数 ４.　業種 

５.　最近1年間の業況 ６.　従業員数に占める女子の比率 

７.　正社員に占める女子の比率 
（注）従業員数には、常用雇用者だけでなく、短時間のパートや派遣社員、契約 

社員、期間工等も含む。 

 No. 階級 回答企業数 構成比（%） 

 1 20人以下 196 31.1  

 2 20人超～50人以下 247 39.1  

 3 50人超～100人以下 124 19.7  

 4 100人超～200人以下 49 7.8  

 5 200人超～300人以下 11 1.7  

 6 300人超 4 0.6 

  合計 631 100.0

 No. 階級 回答企業数 構成比（%） 

 1 製造業 287 45.7  

 2 非製造業 341 54.3 

  合計 628 100.0

 No. 階級 回答企業数 構成比（%） 

 1 黒字基調 213 33.9  

 2 収支はほぼ均衡 231 36.8  

 3 赤字基調 184 29.3 

  合計 628 100.0

 No. 階級 回答企業数 構成比（%） 

 1 20％以下 277 45.3  

 2 20％超～40％以下 151 24.7  

 3 40％超～60％以下 82 13.4  

 4 60％超～80％以下 60 9.8  

 5 80％超～100％以下 42 6.9 

  合計 612 100.0

 No. 階級 回答企業数 構成比（%） 

 1 20％以下 314 50.1  

 2 20％超～40％以下 152 24.2  

 3 40％超～60％以下 50 8.0  

 4 60％超～80％以下 38 6.1  

 5 80％超～100％以下 73 11.6 

  合計 627 100.0  

【調査結果概要】
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後5年程度については、新卒では原則とし

て採用しない方針の企業が最も多く、中途

採用ではこれまでと同程度の人数を採用す

るとの方針の企業が最も多い。新卒採用・

中途採用ともに今後の採用増には慎重ある

いは消極的な姿勢を維持している（図表3）。

1.3 人材に関する課題としては、賃金対比で生

産性の低い従業員が多い中で、人員不足・

業務繁忙から人材の計画的・中長期的な育

成・活用が困難になっており、また、若年

労働者の定着率が低いため技能承継にも支

障を来たしている（図表4）。

1.4 中核的な正社員の学歴は高校卒（中途採用

が第1位、新卒採用が第2位）が多い（図表

5）。中核的な正社員の評価をみると、大

学・大学院（文系）の新卒採用で最も大き

く期待を下回っている。一方、大学・大学

院（理系）では中途採用は期待を上回って

おり、また、新卒採用は期待を下回る度合

いが相対的に低い。高専卒は中途、新卒と

もに期待通りと評価しており、企業内で即

戦力として活用できる能力を教育機関で身

に着けた人材を評価している可能性がある

（図表6）。今後採用する正社員の望ましい学

歴は総じて現在の中核的正社員と一致して

いるが、高校卒が望ましいと考える企業が

相対的に多い（図表7）。

1.5 非正規雇用の形態別に従業員の有無をみる

と、3分の2近くの企業がパートタイマーを

採用しており最も高い。また、嘱託等では

約3分の1に達しており、契約社員、派遣社

員は2割台にとどまっている（図表8）。非正

規雇用の形態別に従業員の役割をみると、

大方のパートタイマーと派遣社員は、他の

従業員の指揮下で定型的な業務に従事して

いる。一方、嘱託等と契約社員の役割は企

業ごとに多様であり、定型化できない業務

について他の従業員と連携して行っている

とする企業ばかりでなく、単独で行ってい

るとする企業、リーダーとして従業員を指

揮し、高度な判断を行うとする企業もある

（図表9）。

1.6 人材の確保・定着の方法としては、待遇面

では年功給よりも成果給への志向が強く、

教育・訓練体制を整備し、上司・先輩の指

導により、仕事のやりがいを意識させるこ

とを重視している。一方、経営計画の策定

や経営上の重要事項の権限委譲については、

余り行われておらず、経営への参画につい

ては、従業員と経営陣の間に一線を画して

いる企業が大宗を占めている（図表10）。

1.7 能力形成の方法については、長期的・計画

的にOJTを行うことを基本に、これを補完

するものとして資格取得を奨励して能力形

成を動機付け、社内講師が集合研修や勉強

会を社内（と従業員本人）で行っている。

また、業界団体や同業者と交流し社外から

の情報収集の場を活用して、能力形成を行

っているものとみられる。一方、他社や大

学・大学院への派遣といった、自社の業務

から切り離す形での能力形成は積極的には

行われていない（図表11）。

1.8 能力形成の重点分野をみると、生産関連

（生産技術・生産管理、研究・開発）、販売

関連（マーケティング）の分野が概ね上位

を占めており、事業の中核的な活動に関し
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ての能力形成を重視している。一方、間接

部門（税務・会計、資金調達・運用）と専

門性が要求される法務・知財管理に対して

は相対的に重視の度合いが低い（図表12）。

能力形成方法の別にみても概ね同様の傾向

（図表13）。

1.9 従業員の能力形成を行う目的・狙いをみる

と、知識の習得と問題解決能力の向上を過

半数の企業が意識し、これに技能承継のス

キル、情報共有、コミュニケーションが続

いており、総じて業務の円滑な運営が意識

されている。一方、開発力の向上を意識す

る企業は1割台にとどまる（図表14）。能力

形成方法の別にみても概ね同様の傾向（図

表15）。

1.10 半数近くの企業が『人材が育っていない』

（＝「重視しておらず、従業員の自主性に

任せているため、人材が育っていない」と

「重視しているが、人材育成の成果が上が

っていない」の合計）と考えており、『人

材が育っている』（＝「重視しておらず、

従業員の自主性に任せているが、人材が育

っている」と「重視しており、人材育成の

効果が上がっている」の合計）と考える企

業を上回っており、総じて見ると、従業員

の教育・訓練を重視している企業が多いも

のの、人材の育成が円滑に進んでいない

（図表16）。従業員の教育・訓練について重

視している企業では、人材育成の成果が上

がっている企業も上がっていない企業もと

もに半数以上が長期的・計画的なOJTを

能力形成の方法として重視している。ただ、

前者では資格取得の奨励と社内講師による

集合研修・勉強会を重視する企業が後者に

比べて多い（図表17）。また、前者も後者

もともに半数以上が知識の習得と問題解決

能力の向上を能力形成の目的・狙いとして

いるが、前者では情報の共有とコミュニケ

ーションの円滑化・向上を目的・狙いとす

る企業の比率が後者に比べて高い（図表

18）。図表17,18から、暗黙知の共有（「形

式知」への転換）による組織の構成員の経

験・知識の集積を基にした相乗効果や意思

決定のスピード・アップの重要性が窺われ

る。人材育成の基礎としての知識の習得を

目的とした資格取得の奨励、OJT、社内

研修・勉強会の意義とともに、暗黙知の共

有を可能ならしめる人材を育成するために

もOJT、社内研修・勉強会が重要性を持

つ可能性が示唆される。

２. ワーク・ライフ・バランスについて

本調査での「ワーク･ライフ・バランス」の定義づけ

「ワーク･ライフ・バランス」とは、『老若男女

誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自

己啓発など、様々な活動について、自ら希望す

るバランスで展開できる状態』であり、これに

よって『多様な働き方が確保されることによっ

て、個人のライフスタイルやライフサイクルに

合わせた働き方の選択が可能となり、性や年齢

にかかわらず仕事と生活との調和を図ることが

できるようになる。男性も育児・介護・家事や

地域活動、さらには自己啓発のための時間を確

保できるようになり、女性については、仕事と

結婚・出産・育児との両立が可能になる』とい

う考え方（『 』の中は、内閣府のホームページ
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からの引用）。

2.1 ワーク・ライフ・バランスに対する認識

は、大まかな内容を知っているとする企業

が約4割で最も多い。しかし、『内容を知っ

ている』企業（＝「大まかな内容は知って

いる」と「内容を詳しく知っている」の合

計）は半数に達していない。一方、『知ら

ない』企業（＝「聞いたことがない」と

「用語は知っているが内容は知らない」の

合計）が過半数を占めており、聞いたこと

がないとする企業も約4分の1に達してい

る。総じてワーク・ライフ・バランスを

『知らない』状態にある（図表19）。所在地

別にみると、三大都市圏は三大都市圏以外

に比べると『知らない』度合いが小さい

（図表20）。資本金別、従業員数別にみる

と、規模が大きい企業ほどワーク・ライ

フ・バランスの内容を知っているとする比

率が高い（図表21,22）。業況別にみると、

黒字基調の企業ではワーク・ライフ・バラ

ンスの内容を知っている企業の比率が過半

数に達しており、業況が良好な企業ほど相

対的に認知度が高い（図表23）。また、人

材育成の成果が高い企業ではワーク・ライ

フ・バランスに対する認識も高いとの関係

が大まかに窺われる（図表24）。

2.2 ワーク・ライフ・バランスに関して重視し

ている対策の実施状況をみると、6割の企

業が高齢者再雇用・継続雇用を、約4割の

企業が定年延長を実施しており、経験の高

い高齢者層の生活（生計あるいは生きがい）

とバランスをとりながら、戦力として業務

に活用しているものと思われる。また、育

児休業も4割の企業が実施しており、主に

女性従業員の働きやすさに配慮しているも

のとみられる。休暇に関しては取得の奨

励・希望者への柔軟な対応で従業員の生活

への配慮を意識する企業も4割弱みられる

（図表25）。資本金別、従業員数別にみると、

高齢者雇用・継続雇用を実施する企業は各

区分とも過半数に達しており、規模の大き

い企業ほど実施している企業の比率が高い。

一方、定年延長は規模の小さい企業で実施

している企業の比率が高い。ここから、高

齢者層の人材活用の対策は企業規模によっ

て異なっているものと思われる。また、育

児休業は規模の大きい企業で実施している

企業の比率が高い（図表26,27）。育児休業

は女子従業員比率が高い企業ほど実施して

いる比率が高く、女性労働力の活用を意識

していることが窺われる。ただ、在宅勤務

や事業内託児所を実施している企業の比率

は総じて低い（図表28,29）。育児休業、短

時間勤務、所定外労働免除といった女性の

活用に関連する対策を実施している企業の

比率は、収支が黒字ないし均衡の状態にあ

る企業の方が赤字の企業よりも高い。一方、

高齢者再雇用・継続雇用、定年延長といっ

た高齢者の活用に関連する対策を実施して

いる企業の比率は赤字の企業の方が黒字な

（注）なお、この「ワーク･ライフ・バランス」の定義づけは、

本アンケート調査の質問に回答するための予備知識として

調査票上に記載しており、この定義づけが関連する質問の

回答内容に影響を与えた可能性がある。また、本調査では、

ワーク・ライフ・バランスに関連して実施している対策に

ついて、「社内で正式に制度化しているものだけではなく、

実質的に実施している対策も含む」ことに留意されたい。
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いし均衡の状態にある企業よりも高い（図

表30）。ワーク・ライフ・バランスに対する

認識別にみると、ワーク・ライフ・バラン

スに対する認識が高い企業では、相対的に、

育児休業、年次有給休暇取得の奨励・休暇

取得希望者への柔軟な対応、短時間勤務、

フレックス･タイム等を実施している企業の

比率が高い（図表31）。

2.3 ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿

勢をみると、「制度化する予定はないが、ワ

ーク・ライフ・バランスの考え方を尊重し

ている」企業が過半数に達している。『制度

化を視野に入れている企業』（＝「制度化予

定」と「制度化済み」の合計）を合わせる

と、ワーク・ライフ・バランスに実態的に

取り組んでいる企業が約3分の2を占めてい

る（図表32）。実態的に取り組んでいる企業

（＝「尊重している」、「制度化予定」、「制度

化済み」の合計）の比率は三大都市圏がそ

れ以外の地域よりもやや高いが、制度化を

視野に入れている企業の比率は三大都市圏

よりもそれ以外の地域の方がやや高い。ま

た、取り組んでいない企業の比率も三大都

市圏よりもそれ以外の地域の方が高く、三

大都市圏に比べて、それ以外の地域ではワ

ーク・ライフ・バランスに対する取り組み

姿勢が積極派と消極派に分化している（図

表33）。資本金別、従業員数別にみると、制

度化を視野に入れている企業も、実態的に

取り組んでいる企業も資本金の規模の大き

い企業ほど比率が高い（図表34,35）。業況

別にみると、制度化を視野に入れている企

業は業況が良い企業ほど比率が高い（図表

36）。ワーク・ライフ・バランスに対する認

識別にみると、認識が高い企業ほど、ワー

ク・ライフ・バランスへの実態的な取組み

姿勢も制度化への意識も高い（図表37）。人

材育成の成果が上がっている企業では、制

度化済み、あるいは制度化予定の企業の比

率が、成果が上がっていない企業よりも高

く、ワーク・ライフ・バランスと人材育成

の成果に正の相関がある可能性を窺わせて

いる（図表38）。

３. 人材の育成・提供を行う機関として

の大学・大学院での教育について

3.1 大学・大学院での様々な種類の教育につい

て、中小企業は全般的に期待している。期

待の度合いは、就業経験のない在学生への

教育については一般的な教養・常識、積極

性・主体性、論理的思考力で相対的に高く

（図表39）、自社の従業員を派遣する、ある

いは、留学させる場合の教育については新

技術の習得、専門知識の高度化（技術以外）

で相対的に高い（図表40）。

3.2 人材の育成・提供を行う機関としての大

学・大学院での教育についての評価は、全

般的に期待を下回っている。期待を下回る

度合いは、就業経験のない在学生への教育

については問題解決能力、社会人に必要な

基礎知識（法律・会計・プレゼンテーショ

ン等）、問題発見能力で相対的に高く（図表

41）、自社の従業員を派遣する、あるいは、

留学させる場合の教育については高度な問

題を解決する能力で相対的に高い（図表42）。

3.3 大学・大学院での教育に対する期待の度合
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いと業況の関係をみると、就業経験のない

在学生への教育については、黒字の企業で

相対的に高い傾向が窺われる（図表43,44）。

一方、自社の従業員を派遣する、あるいは、

留学させる場合の教育については、新技術

の習得や産学連携による能力向上などで赤

字の企業の期待度が相対的に高い（図表

45,46）。また、大学・大学院での教育に対

する評価と業況の関係をみると、就業経験

のない在学生への教育については、業況に

関わりなく、期待を下回っているが、赤字

基調の企業で最も評価が低く、黒字の企業

では相対的に期待を下回る度合いが低い

（図表47,48）。一方、自社の従業員を派遣す

る、あるいは、留学させる場合の教育につ

いても、業況に関わりなく、期待を下回っ

ているが、黒字の企業では相対的に期待を

下回る度合いが低い（図表49,50）。

（DI） 

（74.6） 

（71.6） 

（73.3） 

（59.9） 

（74.4）  

（71.9） 

（66.3） 

（72.5） 

（67.4） 

（図表1）中長期的な観点からの人材の過不足感（能力別） 

DI=「不足（%）」×1＋「やや不足（%）」×0.75＋「適正（%）」×0.5＋「やや過剰（%）」×0.25 
DIは、50の時が『適正』、50超の時が『不足』、50未満の時が『過剰』を示す。 

将来の経営者層の候補となる人材（n=631） 

経営者を補佐し、マネジメントを行う人材（n=634） 

技術開発・商品開発を行う人材（n=605） 

生産･販売・総務等の現場で定型的な 
作業を確実に行う人材（n=616） 

創意工夫に富んだソリューションを 
取引先に提案する人材（n=614） 

社内業務の改善を提案する人材（n=625） 

熟練技能を持ち若年労働者に 
技能を承継する人材（n=612） 

専門的な知識・技術を有する人材（n=624） 

その他（n=46） 

31.1 36.8 31.7 0.3

23.2 41.2 34.7 0.6

24.0 46.3 29.1 0.5

19.2 49.9 30.4 0.3
0.2

14.1 40.4 42.5 2.8

23.6 44.1 31.4 0.6

23.9 32.6 37.0 2.2
4.3

0.3

0.3

33.8 55.5 4.1

1.0
0.2

25.1 48.9 24.9

0.8
5.8

0.2

0.3

0.2

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
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（DI） 

（68.3） 

（68.1） 

（69.9） 

（60.5） 

（71.8） 

（69.5） 

（65.8） 

（68.6） 

（64.4） 

（図表2）中長期的な観点からの現有の人材の評価（能力別） 

DI=「期待を下回る（%）」×1＋「期待をやや下回る（%）」×0.75＋「期待通り（%）」×0.5＋「期待をやや上回る（%）」×0.25 
DIは、50の時が『期待通り』、50超の時が『期待を下回る』、50未満の時が『期待を上回る』を示す。 

将来の経営者層の候補となる人材（n=616） 

経営者を補佐し、マネジメントを行う人材（n=618） 

技術開発・商品開発を行う人材（n=592） 

生産･販売・総務等の現場で定型的な 
作業を確実に行う人材（n=606） 

創意工夫に富んだソリューションを 
取引先に提案する人材（n=599） 

社内業務の改善を提案する人材（n=608） 

熟練技能を持ち若年労働者に 
技能を承継する人材（n=595） 

専門的な知識・技術を有する人材（n=601） 

その他（n=47） 

17.5 43.7 34.4 3.2

16.3 44.7 34.8 3.4

19.6 45.3 31.1 3.2

16.6 49.2 30.4 3.1
0.7

11.1 45.2 40.0 3.2

17.6 43.3 35.3 3.3

17.0 34.0 40.4 6.4
2.1

0.5

0.5

36.8 54.0 3.3

1.7
0.7

21.4 47.6 28.7

0.8
5.1

0.8

0.8

1.1

期待を下回る 期待をやや下回る 期待通り 期待をやや上回る 期待を上回る 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

（図表3）人材採用の方針 

（最近5年程度の方針） 

新卒採用（n=549） 

中途採用（n=625） 

（今後5年程度の方針） 

新卒採用（n=549） 

中途採用（n=610） 

87.4

35.7 46.617.7

12.9 32.6 13.1 41.3

3.7

43.0 23.0 25.78.4

9.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

定期的に採用した 不定期で採用した 採用はしなかった  

採用人数を増やす これまでと同程度の人数を採用する 採用人数を減らす 

原則として採用しない 
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（図表4）人材に関する課題・問題点 

人員不足・業務繁忙のため、 
人材の計画的・中長期的な育成・活用が難しい 

生産性に比べて賃金が高すぎる従業員が多い 

採用した若年労働者の定着率が低く、 
技能の承継ができない 

必要な絶対数を採用できない 

その他 

課題・問題点はない 

（2項目以内複数回答：N=592） 

31.8

30.2

26.9

14.5

16.4

13.5

0 5 10 15 20 25 30 35
（％） 

（図表5）中核的な正社員の学歴 

中途採用／高校卒 

新卒採用／高校卒 

中途採用／大学・大学院（文系）卒 

中途採用／専門学校卒 

新卒採用／専門学校卒 

新卒採用／大学・大学院（文系）卒 

中途採用／大学・大学院（理系）卒 

新卒採用／大学・大学院（理系）卒 

中途採用／高専卒 

新卒採用／高専卒 

（3項目以内複数回答：n=625） 

61.9

42.1

25.4

22.7

17.9

17.9

12.0

11.8

6.7

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70 
（％） 
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（DI） 

（53.3） 

（53.7） 

（54.4） 

（52.4） 

（56.8） 

（58.0） 

（48.6） 

（51.1） 

（50.0） 

（50.0） 

（図表6）中核的な正社員の評価 

DI=「期待を下回る（%）」×1＋「期待をやや下回る（%）」×0.75＋「期待通り（%）」×0.5＋「期待をやや上回る（%）」×0.25 
DIは、50の時が『期待通り』、50超の時が『期待を下回る』、50未満の時が『期待を上回る』を示す。 
（注）「中途採用／大学・大学院（理系）卒」、「中途採用／高専卒」、「新卒採用／高専卒」、「新卒採用／大学・大学院（理系）卒」は 
　　サンプル数が少ないことに留意が必要。 

中途採用／高校卒（n=365） 

新卒採用／高校卒（n=248） 

中途採用／大学・大学院（文系）卒（n=152） 

中途採用／専門学校卒（n=137） 

新卒採用／専門学校卒（n=107） 

新卒採用／大学・大学院（文系）卒（n=106） 

中途採用／大学・大学院（理系）卒（n=69） 

新卒採用／大学・大学院（理系）卒（n=69） 

中途採用／高専卒（n=39） 

新卒採用／高専卒（n=22） 

31.2 48.2 12.12.7 5.8

30.2 45.6 12.15.2 6.9

30.7 48.9 13.91.5 5.1

27.4 50.9 10.49.4 1.9

23.2 50.7 17.41.4 7.2

18.2 54.5 18.24.5 4.5

23.1 48.7 12.8 10.35.1

23.2 53.6 10.14.3 8.7

29.010.3 43.9 11.2 5.6

31.6 45.4 11.25.3 6.6

期待を下回る 期待をやや下回る 期待通り 期待をやや上回る 期待を上回る 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

（図表7）今後採用する正社員の望ましい学歴 

新卒採用／高校卒 

中途採用／高校卒 

中途採用／専門学校卒 

中途採用／大学・大学院（文系）卒 

新卒採用／専門学校卒 

新卒採用／大学・大学院（文系）卒 

新卒採用／大学・大学院（理系）卒 

中途採用／大学・大学院（理系）卒 

新卒採用／高専卒 

中途採用／高専卒 

（3項目以内複数回答：n=563） 

39.6

33.0

28.1

27.7

27.4

25.8

24.3

24.2

13.9

12.3

0 5 10 15 2520 30 35 40 45
（％） 

（注）「中途採用／大学・大学院（理系）卒」、「中途採用／高専卒」、「新卒採用／高専卒」、「新卒採用／大学・大学院（理系）卒」は 
　　サンプル数が少ないことに留意が必要。 



2011.1032

（図表8）非正規雇用従業員の有無 

パートタイマー（n=567） 

嘱託等（n=488） 

契約社員（n=487） 

派遣社員（n=481） 

その他（n=364） 

64.7 35.3

36.5 63.5

28.5 71.5

22.9 77.1

10.2 89.8

0％ 20％ 60％ 80％ 40％ 100％ 

有 無 

（図表9）非正規雇用従業員の役割 

（注）回答の選択肢の「従業員」には正社員を含む。 

定型的な業務を他の従業員の指揮下で行う 

定型化できない業務を他の従業員と連携して行う 

定型化できない業務を単独で行う 

リーダーとして担当部門の従業員を指揮し、高度な判断を行う 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

パートタイマー（n=361） 

嘱託等（n=172） 

契約社員（n=137） 

派遣社員（n=109） 

その他（n=35） 

68.1 21.1

28.5 34.9 20.9 15.7

1.98.9

35.8 43.1 16.1 5.1

76.1 18.3 4.6 0.9

57.1 28.6 5.7 8.6
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（図表10）重視している人材の確保・定着策 

やりがいのある仕事を任せること 

成果給を軸とする賃金体系の整備 

教育・訓練体制の整備・充実 

上司・先輩とのコミュニケーション 

賃金水準の引き上げ 

経営者とのコミュニケーション 

残業等の所定外労働の削減 

福利厚生の充実 

人事考課の適正性の確保・向上 

勤務時間の柔軟性 

経営上の重要事項に関する権限の委譲・組織整備 

年功給を軸とする賃金体系の整備 

経営計画策定への参画 

その他 

（3項目以内複数回答：n=632） 

41.8

33.1

31.3

30.9

23.7

22.5

18.7

17.6

16.5

15.8

7.8

7.1

5.7

0.9

0 5 10 15 2520 30 35 40 45
（％） 

（図表11）重視している従業員の能力形成の方法 

長期的・計画的なOJT 

資格取得の奨励 

業界団体・同業者との情報交換 

社内講師による集合研修・勉強会 

外部講師の招聘による助言 

通信教育等、自己啓発の奨励 

他社への派遣 

従業員の大学・大学院への留学・派遣 

その他 

（3項目以内複数回答：n=615） 

52.8

46.5

39.8

32.2

18.4

16.1

5.5

1.1

5.0

0 10 20 30 40 50 60
（％） 
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（図表12）従業員の能力形成を行う上で重視している分野 

生産技術・生産管理 

マーケティング 

リスク管理 

研究・開発 

人事管理 

IT 

税務・会計 

法務・知的財産権管理 

資金の調達・運用 

その他 

（3項目以内複数回答：n=613） 

70.1

33.6

27.1

25.3

17.1

12.6

9.8

5.4

4.6

7.7

0 302010 40 50 60 70 80
（％） 

（図表13）従業員の能力形成を行う上で重視している分野 （「重視している能力形成の方法」上位4項目） 

生産技術・生産管理 

マーケティング 

リスク管理 

研究・開発 

人事管理 

IT 

税務・会計 

法務・知的財産権管理 

資金の調達・運用 

その他 

（3項目以内複数回答） 

70.1
71.3

75.5

70.2
64.9

33.6
38.6

30.7

33.0
40.2

27.1
27.1

31.0

35.6
33.1

25.3
29.3

19.1

29.3
30.5

17.1
17.4
18.4

20.4
21.3

12.6
13.7

11.2

11.0
13.8

9.8
8.4
11.2

8.4
12.1

5.4
6.9
7.2

5.2
5.0

4.6
3.7
5.4

4.7
7.9

7.7
9.0

6.5

8.9
4.6

0 30 20 10 40 50 60 70 80 
（％） 

全体（n=613） 

長期的・計画的なOJT（n=321） 

資格取得の奨励（n=277） 

業界団体・同業者との情報交換（n=239） 

社内講師による集合研修・勉強会（n=191） 
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（図表14）従業員の能力形成を行う目的・狙い 

知識の習得 

問題解決能力の向上 

技能を教える側の従業員のスキルの向上 

情報の共有 

コミュニケーションの円滑化・向上 

新製品・新サービスの開発力の向上 

他部門の連携強化 

学習意欲の向上 

その他 

（3項目以内複数回答：n=625） 

58.7

58.4

37.0

35.0

31.0

14.4

13.1

12.3

1.9

0 302010 40 50 60 70
（％） 

（図表15）従業員の能力形成を行う目的・狙い （「重視している従業員の能力形成の方法」上位4項目） 

知識の習得 

問題解決能力の向上 

技能を教える側の従業員のスキルの向上 

情報の共有 

コミュニケーションの円滑化・向上 

新製品・新サービスの開発力の向上 

他部門の連携強化 

学習意欲の向上 

その他 

（3項目以内複数回答） 

58.7
55.4

64.0

58.4
63.2

58.4
67.5

55.1

64.0
54.5

37.0
38.1
40.3

37.1
34.3

35.0
35.0
33.6

40.6
41.7

31.0
33.1

30.4

28.4
37.6

14.4
16.1

11.7

16.2
16.5

13.1
15.5

12.0

17.3
12.0

12.3
11.5
13.4

12.7
14.5

1.9
2.2
2.1

1.5
0.8

0 302010 40 50 60 70 80
（％） 

全体（n=625） 

長期的・計画的なOJT（n=323） 

資格取得の奨励（n=283） 

業界団体・同業者との情報交換（n=242） 

社内講師による集合研修・勉強会（n=197） 
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（図表16）従業員の教育・訓練についての方針と人材育成の成果の関係 

なんともいえない 

重視しておらず、従業員の自主性に任せているため、 
人材が育っていない 

重視しておらず、従業員の自主性に任せているが、 
人材は育っている 

重視しているが、人材育成の成果が上がっていない 

重視しており、人材育成の成果が上がっている 

（n=629） 

16.1

7.6

9.7

41.3

25.3

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

（図表17）重視している従業員の能力形成の方法 （「従業員の教育・訓練についての方針と人材育成の成果の関係」別） 

長期的・計画的なOJT 

資格取得の奨励 

業界団体・同業者との情報交換 

社内講師による集合研修・勉強会 

外部講師の招聘による助言 

通信教育等、自己啓発の奨励 

他社への派遣 

従業員の大学・大学院への留学・派遣 

その他 

（3項目以内複数回答） 

52.8
56.7
57.8

46.5
50.3

43.4

39.8
34.4

42.2

32.2
39.5

35.5

18.4
21.0
23.4

16.1
15.3
16.0

5.7
5.5

6.6

1.1
2.5
1.2

5.0
8.3

2.7

0 302010 40 50 60 70
（％） 

全体（n=615） 

重視しており、人材育成の成果が 
上がっている（n=157） 

重視しているが、人材育成の成果が 
上がっていない（n=256） 

（注）「重視しておらず、従業員の自主性に任せているが、人材は育っている」、「重視しておらず、従業員の自主性に任せているため、 
　　人材が育っていない」、「なんともいえない」は回答企業数が少ないため割愛した。 
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（図表18）従業員の能力形成を行う目的・狙い （「従業員の教育・訓練についての方針と人材育成の成果の関係」別） 

知識の習得 

問題解決能力の向上 

技能を教える側の従業員のスキルの向上 

情報の共有 

コミュニケーションの円滑化・向上 

新製品・新サービスの開発力の向上 

他部門の連携強化 

学習意欲の向上 

その他 

（3項目以内複数回答） 

58.7
57.0
56.4

58.4
62.0
64.2

37.0
32.3

43.6

35.0
41.8

31.9

31.0
35.4

28.4

14.4
14.6
14.0

13.3
13.1

13.2

12.3
14.6
12.8

1.9 
1.9 
1.9 

0 30 20 10 40 50 60 70 
（％） 

全体（n=625） 

重視しており、人材育成の成果が 
上がっている（n=158） 

重視しているが、人材育成の成果が 
上がっていない（n=257） 

（注）「重視しておらず、従業員の自主性に任せているが、人材は育っている」、「重視しておらず、従業員の自主性に任せているため、 
　　人材が育っていない」、「なんともいえない」は回答企業数が少ないため割愛した。 

（図表19）ワーク・ライフ・バランスに対する認識 

聞いたことがない 

用語は知っているが内容は知らない 

大まかな内容は知っている 

内容を詳しく知っている 

（n=613） 

24.8

30.5

41.3

3.4

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

DI=「内容を詳しく知っている（%）」×1+「大まかな内容は知っている（%）」×2÷3+「用語は知っているが内容は知らない（%）」÷3  
DIは、50超の時が『知っている』、50未満の時が『知らない』、50の時が『どちらとも言えない』を示す。 

（DI） 41.1
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（図表20）ワーク・ライフ・バランスに対する認識（所在地別） 

聞いたことがない 

用語は知っているが内容は知らない 

大まかな内容は知っている 

内容を詳しく知っている 

22.2

27.5

46.2

4.1

27.7

33.3

36.1

2.8

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

DI=「内容を詳しく知っている（%）」×1＋「大まかな内容は知っている（%）」×2÷3＋「用語は知っているが内容は知らない（%）」÷3 
DIは、50超の時が『知っている』、50未満の時が『知らない』、50の時が『どちらとも言えない』を示す。 
三大都市圏は、首都圏（東京、埼玉、千葉、神奈川）、東海（静岡、愛知、三重、岐阜）、近畿（大阪、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山）。 

（DI） （44.1） （38.0） 

三大都市圏 
（n=316） 

三大都市圏以外 
（n=285） 

（図表21）ワーク・ライフ・バランスに対する認識（資本金区分別） 

聞いたことがない 

用語は知っているが内容は知らない 

大まかな内容は知っている 

内容を詳しく知っている 

30.7

29.0

38.6

1.7

23.1

32.1

43.2

1.7

22.4

29.5

40.4

7.7

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

DI=「内容を詳しく知っている（%）」×1＋「大まかな内容は知っている（%）」×2÷3＋「用語は知っているが内容は知らない（%）」÷3 
DIは、50超の時が『知っている』、50未満の時が『知らない』、50の時が『どちらとも言えない』を示す。 

（DI） （37.1） （41.2） （44.4） 

1千万円以下 
（n=176） 

1千万円超～ 
3千万円以下 
（n=234） 

3千万円超 
（n=183） 
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（図表22）ワーク・ライフ・バランスに対する認識（従業員数区分別） 

聞いたことがない 

用語は知っているが内容は知らない 

大まかな内容は知っている 

内容を詳しく知っている 

26.7

36.1

34.4

2.8

29.0

29.8

39.1

2.1

17.5

25.1

51.4

6.0

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

DI=「内容を詳しく知っている（%）」×1＋「大まかな内容は知っている（%）」×2÷3＋「用語は知っているが内容は知らない（%）」÷3 
DIは、50超の時が『知っている』、50未満の時が『知らない』、50の時が『どちらとも言えない』を示す。 

（DI） （37.8） （38.1） （48.6） 

20人以下 
（n=180） 

20人超～ 
50人以下 
（n=238） 

50人超 
（n=183） 

（図表23）ワーク・ライフ・バランスに対する認識（業況別） 

聞いたことがない 

用語は知っているが内容は知らない 

大まかな内容は知っている 

内容を詳しく知っている 

22.8

25.2

47.0

5.0

26.1

32.6

38.1

3.2

25.8

33.7

38.2

2.2

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

DI=「内容を詳しく知っている（%）」×1＋「大まかな内容は知っている（%）」×2÷3＋「用語は知っているが内容は知らない（%）」÷3 
DIは、50超の時が『知っている』、50未満の時が『知らない』、50の時が『どちらとも言えない』を示す。 

（DI） （44.7） （39.4） （39.0） 

黒字基調 
（n=202） 

収支は 
ほぼ均衡 
（n=218） 

赤字基調 
（n=178） 
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（図表24）ワーク・ライフ・バランスに対する認識 
（「従業員の教育・訓練についての方針と人材育成の成果の関係」別） 

聞いたことがない 

用語は知っているが内容は知らない 

大まかな内容は知っている 

内容を詳しく知っている 

24.8

30.5

41.3

3.4

17.0

27.5

48.4

7.2

21.4

34.3

41.9

2.4

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

DI=「内容を詳しく知っている（%）」×1＋「大まかな内容は知っている（%）」×2÷3＋「用語は知っているが内容は知らない（%）」÷3 
DIは、50超の時が『知っている』、50未満の時が『知らない』、50の時が『どちらとも言えない』を示す。 

（注）「重視しておらず、従業員の自主性に任せているが、人材は育っている」、「重視しておらず、従業員の自主性に任せているため、 
　　 人材が育っていない」、「なんともいえない」は回答企業数が少ないため割愛した。 

（DI） （41.1） （48.6） （41.8） 

全体 
（n=613） 

重視しており、 
人材育成の 

成果が上がっている 
（n=153） 

重視しているが、 
人材育成の 
成果が 

上がっていない 
（n=248） 

（図表25）「ワーク・ライフ・バランス」に関して重視している対策の実施状況 

高齢者再雇用・継続雇用 

育児休業 

年次有給休暇取得の奨励・休暇取得希望者への柔軟な対応 

定年延長 

短時間勤務 

フレックス・タイム 

短時間休暇 

所定外労働免除 

在宅勤務 

事業所内託児所 

その他 

（3項目以内複数回答：n=574） 

63.8

40.9

40.2

37.8

20.2

13.2

9.9

8.4

3.0

1.0

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70 
（％） 

（注）社内で正式に制度化されているものだけでなく、実質的に実施している対策も含む。 
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（図表26）「ワーク・ライフ・バランス」に関して重視している対策の実施状況（資本金区分別） 

高齢者再雇用・継続雇用 

育児休業 

年次有給休暇取得の奨励・ 

定年延長 

短時間勤務 

フレックス・タイム 

短時間休暇 

所定外労働免除 

在宅勤務 

事業所内託児所 

その他 

（3項目以内複数回答） 

56.0
62.8

74.3

35.7
33.5

56.1

39.3
39.0
42.1

39.9
48.2

24.0

26.2
16.5
18.7

14.9
10.1
15.8

7.8
10.7

11.1

8.3
7.3
9.4

4.2
2.3
2.9

1.2
1.4
0.6

3.0
2.8
1.8

0 302010 40 50 60 8070
（％） 

1千万円以下（n=168） 

1千万円超～3千万円以下（n=218） 

3千万円超（n=171） 

（注）社内で正式に制度化されているものだけでなく、実質的に実施している対策も含む。 

休暇取得希望者への柔軟な対応 
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（図表27）「ワーク・ライフ・バランス」に関して重視している対策の実施状況 （従業員数区分別） 

高齢者再雇用・継続雇用 

育児休業 

年次有給休暇取得の奨励・ 

定年延長 

短時間勤務 

短時間休暇 

フレックス・タイム 

所定外労働免除 

在宅勤務 

事業所内託児所 

その他 

（3項目以内複数回答） 

57.8
61.8

72.1

25.5
38.2

59.8

38.5
43.1

38.5

55.3
35.6

25.7

19.3
18.7
22.9

8.1
8.4
12.8

14.2
14.3

11.2

8.7
8.4
8.4

4.3
3.6
1.1

1.9
0.9
0.6

3.7
2.2
1.7

0 302010 40 50 60 8070
（％） 

20人以下（n=161） 

20人超～50人以下（n=225） 

50人超（n=179） 

（注）社内で正式に制度化されているものだけでなく、実質的に実施している対策も含む。 

休暇取得希望者への柔軟な対応 



2011.10 43

（図表28）「ワーク・ライフ・バランス」に関して重視している対策の実施状況 （従業員数に占める女子の比率別） 

高齢者再雇用・継続雇用 

育児休業 

年次有給休暇取得の奨励・ 

定年延長 

短時間勤務 

所定外労働免除 

フレックス・タイム 

短時間休暇 

在宅勤務 

事業所内託児所 

その他 

（3項目以内複数回答） 

68.0
61.7

58.2

34.4
47.4
48.5

38.4
38.3
44.2

42.8
33.1
35.2

16.8
20.3

26.1

6.4
9.0
11.5

12.8
14.8

10.9

10.8
12.0

6.7

2.0
4.5
3.0

2.0
0.8
0.0

1.6
5.3

1.8

0 302010 40 50 60 8070
（％） 

20％以下（n=250） 

20％超～40％以下（n=133） 

40％超（n=165） 

（注）社内で正式に制度化されているものだけでなく、実質的に実施している対策も含む。 
　　従業員数には、パート等非正規雇用を含む。 

休暇取得希望者への柔軟な対応 
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（図表29）「ワーク・ライフ・バランス」に関して重視している対策の実施状況 （正社員に占める女子の比率別） 

高齢者再雇用・継続雇用 

育児休業 

年次有給休暇取得の奨励・ 

定年延長 

短時間勤務 

所定外労働免除 

フレックス・タイム 

短時間休暇 

在宅勤務 

事業所内託児所 

その他 

（3項目以内複数回答） 

65.8
66.4

56.6

35.2
46.7
49.0

40.2
37.2

43.4

39.9
38.0

35.0

20.3
19.7
21.0

7.1
5.8

13.3

13.9
13.5

12.6

9.6
10.2
9.1

2.5
3.6
3.5

1.8
0.0
0.7

1.8
5.1

1.4

0 302010 40 50 60 70
（％） 

20％以下（n=281） 

20％超～40％以下（n=137） 

40％超（n=143） 

（注）社内で正式に制度化されているものだけでなく、実質的に実施している対策も含む。 

休暇取得希望者への柔軟な対応 
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（図表30）「ワーク・ライフ・バランス」に関して重視している対策の実施状況（業況別） 

高齢者再雇用・継続雇用 

育児休業 

年次有給休暇取得の奨励・ 

定年延長 

短時間勤務 

フレックス・タイム 

所定外労働免除 

短時間休暇 

事業所内託児所 

在宅勤務 

その他 

（3項目以内複数回答） 

64.0
58.9

69.3

49.7
40.6

32.5

45.0
37.2
38.6

33.3
33.8

49.4

22.2
22.2

15.7

14.8
11.6
13.9

10.1 
10.1 

4.8

9.0
13.0

6.6

1.1
1.9
0.0

1.1
4.3
3.6

2.6
2.9
1.8

0 30 20 10 40 50 60 80 70 
（％） 

黒字基調（n=189） 

収支はほぼ均衡（n=207） 

赤字基調（n=166） 

（注）社内で正式に制度化されているものだけでなく、実質的に実施している対策も含む。 

休暇取得希望者への柔軟な対応 
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（図表31）「ワーク・ライフ・バランス」に関して重視している対策の実施状況（認識別） 

高齢者再雇用・継続雇用 

育児休業 

年次有給休暇取得の奨励・ 

定年延長 

短時間勤務 

フレックス・タイム 

短時間休暇 

所定外労働免除 

在宅勤務 

事業所内託児所 

その他 

（3項目以内複数回答） 

63.8
65.1
62.6

40.9
45.7

37.1

40.2
47.6

33.4

37.8
33.8

41.1

20.2
24.9

15.9

13.2
16.4

10.6

10.4
9.9

9.6

8.4
7.8
8.9

3.0
2.2
3.6

1.0
0.4
1.7

2.6
2.2
3.0

0 302010 40 50 60 70
（％） 

全体（n=574） 

『知っている』（n=269） 

『知らない』（n=302） 

『知っている』＝「内容を詳しく知っている」＋「大まかな内容は知っている」 
『知らない』＝「用語は知っているが内容は知らない」＋「聞いたことがない」 
（注）社内で正式に制度化されているものだけでなく、実質的に実施している対策も含む。 

休暇取得希望者への柔軟な対応 
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（図表32）ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿勢 

その他 

余裕がないので、取り組む必要はない 

重要性は認識しているが、人員不足等の理由 
でなかなか取り組むことができない 

具体的に制度化する予定はないが、ワーク･ライフ･ 
バランスの考え方を尊重している 

重要と考えており、今後制度化する予定 

非常に重要であり具体的に制度化している 

（n=586） 

24.1

1.7
7.0

8.2

6.5

52.6

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

（図表33）ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿勢（所在地別） 

その他 

余裕がないので、取り組む必要はない 

重要性は認識しているが、人員不足等の理由で 
なかなか取り組むことができない 

具体的に制度化する予定はないが、 
ワーク･ライフ･バランスの考え方を尊重している 

重要と考えており、今後制度化する予定 

非常に重要であり具体的に制度化している 

22.5

56.9

6.5

6.2

2.0
5.9

25.6

48.1

10.4

1.5
7.4

7.0

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

三大都市圏は、首都圏（東京、埼玉、千葉、神奈川）、東海（静岡、愛知、三重、岐阜）、近畿（大阪、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山）。 

三大都市圏 
（n=306） 

三大都市圏 
以外（n=270） 
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（図表34）ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿勢（資本金区分別） 

その他 

余裕がないので、取り組む必要はない 

重要性は認識しているが、人員不足等の理由で 
なかなか取り組むことができない 

具体的に制度化する予定はないが、 
ワーク･ライフ･バランスの考え方を尊重している 

重要と考えており、今後制度化する予定 

非常に重要であり具体的に制度化している 

28.4

52.7

1.2

8.9

4.1
4.7

25.9

50.9

1.8

7.3

8.6

5.5

18.4

54.2

11.2

10.1

2.2

3.9
100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

1千万円以下 
（n=169） 

3千万円超 
（n=179） 

1千万円超～ 
3千万円以下 
（n=220） 

（図表35）ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿勢（従業員数区分別） 

その他 

余裕がないので、取り組む必要はない 

重要性は認識しているが、人員不足等の理由で 
なかなか取り組むことができない 

具体的に制度化する予定はないが、 
ワーク･ライフ･バランスの考え方を尊重している 

重要と考えており、今後制度化する予定 

非常に重要であり具体的に制度化している 

10.1

24.4

51.2

2.4

6.0
6.0

26.0

54.2

0.9
7.0

6.6
5.3

21.0

52.5

12.7

2.2
2.8

8.8

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

20人以下 
（n=168） 

50人超 
（n=181） 

20人超～ 
50人以下 
（n=227） 

（図表36）ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿勢（業況別） 

その他 

余裕がないので、取り組む必要はない 

重要性は認識しているが、人員不足等の理由で 
なかなか取り組むことができない 

具体的に制度化する予定はないが、 
ワーク･ライフ･バランスの考え方を尊重している 

重要と考えており、今後制度化する予定 

非常に重要であり具体的に制度化している 

20.2

52.8

2.6
4.7

9.8

9.8

25.1

50.7

1.9

8.5

8.1

5.7

27.2

55.6

0.0
6.5

7.1

3.6

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

黒字基調 
（n=193） 

赤字基調 
（n=169） 

収支は 
ほぼ均衡 
（n=211） 



2011.10 49

（図表37）ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿勢（認識別） 

その他 

余裕がないので、取り組む必要はない 

重要性は認識しているが、人員不足等の理由で 
なかなか取り組むことができない 

具体的に制度化する予定はないが、 
ワーク･ライフ･バランスの考え方を尊重している 

重要と考えており、今後制度化する予定 

非常に重要であり具体的に制度化している 

24.1

52.6

1.7
7.0

8.2

6.5

15.4

56.3

11.4

11.4

1.5
4.0

31.4

49.4

1.9

9.6

5.4
2.2

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

全体 
（n=586） 

『知らない』 
（n=312） 

『知っている』 
（n=272） 

『知っている』＝「内容を詳しく知っている」＋「大まかな内容は知っている」 
『知らない』＝「用語は知っているが内容は知らない」＋「聞いたことがない」 

（図表38）ワーク･ライフ･バランスに対する取組み姿勢 
（「従業員の教育・訓練についての方針と人材育成の成果の関係」別） 

その他 

余裕がないので、取り組む必要はない 

重要性は認識しているが、人員不足等の理由で 
なかなか取り組むことができない 

具体的に制度化する予定はないが、 
ワーク･ライフ･バランスの考え方を尊重している 

重要と考えており、今後制度化する予定 

非常に重要であり具体的に制度化している 

24.1

52.6

1.7
7.0

8.2

6.5

16.0

56.3

11.8

0.7
6.3

9.0

27.0

51.6

11.1

0.8
4.9

4.5

100％ 

80％ 

60％ 

40％ 

20％ 

0％ 

全体 
（n=586） 

重視しているが、 
人材育成の 
成果が上がって 
いない（n=244） 

重視しており、 
人材育成の 
成果が上がって 
いる（n=144） 

（注）「重視しておらず、従業員の自主性に任せているが、人材は育っている」、「重視しておらず、従業員の自主性に任せているため、 
　　 人材が育っていない」、「なんともいえない」は回答企業数が少ないため割愛した。 
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（DI） 

（57.1） 

（55.8） 

（57.4） 

（60.5） 

（56.4） 

（59.8） 

（57.7） 

（63.6） 

（57.0） 

（61.0） 

（53.8） 

（図表39）人材の育成・提供を行う機関としての 大学・大学院での教育についての期待の度合い 

DI=「大いに期待している（%）」×1＋「期待している（%）」×0.75＋「なんとも言えない（%）」×0.5＋「あまり期待していない（%）」×0.25 
DIは、50の時が『なんとも言えない』、50超の時が『期待している』、50未満の時が『期待していない』を示す。 

専門知識（n=553） 

社会人に必要な基礎知識 
（法律・会計・プレゼンテーション等）（n=589） 

問題発見能力（n=592） 

論理的思考力（n=588） 

問題解決能力（n=586） 

コミュニケーション能力（n=588） 

職業意識・就業意欲の醸成（n=590） 

一般的な教養・常識（n=588） 

チームでの課題解決・チームワーク（n=587） 

積極性・主体性（n=586） 

その他（n=93） 

42.713.7 30.4 5.67.6

47.7 29.2 8.3 5.9 8.8 

54.8 24.88.5 2.49.5

48.312.2 27.09.2 3.2

12.2 44.7 10.0 27.8 5.3

15.0 46.6 24.69.9

31.2 22.633.37.5 5.4

3.9

10.2 46.0 30.09.5 4.3

13.3 55.3 20.77.5 3.2

44.711.1 30.28.5 5.5

10.3 46.8 28.7 4.69.6

大いに期待している ある程度期待している なんとも言えない 

あまり期待していない 全く期待していない 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

（就業経験のない在学生への教育について） 

（DI） 

（56.9） 

（62.5） 

（60.9） 

（57.0） 

（54.3） 

（47.3） 

（図表40）人材の育成・提供を行う機関としての 大学・大学院での教育についての期待の度合い 

DI=「大いに期待している（%）」×1＋「期待している（%）」×0.75＋「なんとも言えない（%）」×0.5＋「あまり期待していない（%）」×0.25 
DIは、50の時が『なんとも言えない』、50超の時が『期待している』、50未満の時が『期待していない』を示す。 

産学連携による研究・開発、生産管理の能力の向上（n=554） 

新技術の習得（n=557） 

専門知識の高度化（技術以外）（n=560） 

高度な問題を解決する能力（n=557） 

マーケティング、法務、財務・会計等に関する再教育 
（リカレント教育）によるマネジメント能力の向上（n=553） 

その他（n=75） 

40.611.7 27.315.9 4.5

48.514.7 12.9 19.9 3.9

43.1 12.911.1 28.4 4.5

41.317.3 28.06.7 6.7

41.0 31.512.59.4 5.6

13.2 47.3 22.913.0 3.6

大いに期待している ある程度期待している なんとも言えない 

あまり期待していない 全く期待していない 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

（自社の従業員を派遣する、あるいは、留学させる場合の教育について） 
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（DI） 

（61.7） 

（60.0） 

（59.9） 

（61.8） 

（60.7） 

（66.7） 

（図表42）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての評価  

DI=「期待を下回る（%）」×1＋「期待をやや下回る（%）」×0.75＋「期待通り（%）」×0.5＋「期待をやや上回る（%）」×0.25 
DIは、50の時が『期待通り』、50超の時が『期待を下回る』、50未満の時が『期待を上回る』を示す。 

産学連携による研究・開発、生産管理の能力の向上（n=370） 

新技術の習得（n=371） 

専門知識の高度化（技術以外）（n=372） 

高度な問題を解決する能力（n=370） 

マーケティング、法務、財務・会計等に関する再教育 
（リカレント教育）によるマネジメント能力の向上（n=366） 

その他（n=54） 

34.311.1 46.8 5.9

33.2 47.2 8.69.4

37.3 44.110.0 7.0

18.525.9 51.9 3.7

32.010.1 49.5 7.4

33.1 50.0 7.38.3

1.9

1.6

1.6

0.0

1.1

1.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

（自社の従業員を派遣する、あるいは、留学させる場合の教育について） 

期待を下回る 期待をやや下回る 期待通り 

期待をやや上回る 期待を上回る 

（DI） 

（61.6） 

（64.5） 

（64.2） 

（62.1） 

（65.5） 

（62.5） 

（62.8） 

（61.9） 

（62.8） 

（63.8） 

（63.6） 

（図表41）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての評価 

DI=「期待を下回る（%）」×1＋「期待をやや下回る（%）」×0.75＋「期待通り（%）」×0.5＋「期待をやや上回る（%）」×0.25 
DIは、50の時が『期待通り』、50超の時が『期待を下回る』、50未満の時が『期待を上回る』を示す。 

専門知識（n=411） 

社会人に必要な基礎知識 
（法律・会計・プレゼンテーション等）（n=438） 

問題発見能力（n=445） 

論理的思考力（n=445） 

問題解決能力（n=441） 

コミュニケーション能力（n=443） 

職業意識・就業意欲の醸成（n=442） 

一般的な教養・常識（n=443） 

チームでの課題解決・チームワーク（n=442） 

積極性・主体性（n=440） 

その他（n=83） 

37.2 42.610.5 1.9 

42.911.2 39.5 0.9 

40.0 43.68.5 0.7 

39.5 44.79.0 0.7

10.0 40.7 41.2 1.1 

11.1 40.2 42.3

34.9 47.013.3 2.4 

1.1 

41.0 43.98.8 1.1 

37.2 45.19.7 1.1 

42.912.9 38.5 1.1 

10.6 44.3 37.5 0.9

7.8

5.5

7.2

6.1

7.0

2.4

5.2

5.2

6.8

4.5

6.7

期待を下回る 期待をやや下回る 期待通り 

期待をやや上回る 期待を上回る 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

（就業経験のない在学生への教育について） 
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（DI） 
 

（57.7） 
（55.4） 
（58.3） 
 

（57.3） 
（53.1） 
（56.7） 
 

（60.8） 
（56.0） 
（55.0） 
 

（61.2） 
（58.6） 
（62.0） 
 

（58.0） 
（54.8） 
（56.5） 
 

（61.2） 
（59.3） 
（58.4） 
 

（59.1） 
（56.8） 
（57.0） 
 

（65.3） 
（63.1） 
（61.7） 
 

（58.4） 
（56.8） 
（54.6） 
 

（62.7） 
（61.3） 
（58.2） 
 

（57.8） 
（46.4） 
（58.3） 

（図表43）人材の育成・提供を行う機関としての 大学・大学院での教育についての期待の度合い（業況別） 

DI=「大いに期待している（%）」×1＋「期待している（%）」×0.75＋「なんとも言えない（%）」×0.5＋「あまり期待していない（%）」×0.25 
DIは、50の時が『なんとも言えない』、50超の時が『期待している』、50未満の時が『期待していない』を示す。 

〔専門知識〕 

黒字基調（n=186） 

収支はほぼ均衡（n=199） 

赤字基調（n=159） 

〔社会人に必要な基礎知識（法律・会計・プレゼンテーション等）〕 

黒字基調（n=198） 

収支はほぼ均衡（n=213） 

赤字基調（n=168） 

〔問題発見能力〕 

黒字基調（n=199） 

収支はほぼ均衡（n=214） 

赤字基調（n=169） 

〔論理的思考力〕 

黒字基調（n=199） 

収支はほぼ均衡（n=212） 

赤字基調（n=167） 

〔問題解決能力〕 

黒字基調（n=198） 

収支はほぼ均衡（n=212） 

赤字基調（n=166） 

〔コミュニケーション能力〕 

黒字基調（n=198） 

収支はほぼ均衡（n=213） 

赤字基調（n=167） 

〔職業意識・就業意欲の醸成〕 

黒字基調（n=186） 

収支はほぼ均衡（n=199） 

赤字基調（n=159） 

〔一般的な教養・常識〕 

黒字基調（n=199） 

収支はほぼ均衡（n=212） 

赤字基調（n=167） 

〔チームでの課題解決・チームワーク〕 

黒字基調（n=199） 

収支はほぼ均衡（n=211） 

赤字基調（n=167） 

〔積極性・主体性〕 

黒字基調（n=199） 

収支はほぼ均衡（n=211） 

赤字基調（n=167） 

〔その他〕 

黒字基調（n=29） 

収支はほぼ均衡（n=35） 

赤字基調（n=27） 

17.2 40.3 5.4
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12.5 50.0 24.56.0 7.0

12.3 12.7 26.9 6.1

11.9 11.3 32.7
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41.7 2.4

15.1 56.8 17.66.5 4.0

10.4 58.5 19.38.0 3.8

14.4 48.5 26.98.4 1.8

11.6 5.5 5.0

9.0 5.2

9.6

49.2 28.6

46.0 26.513.3

41.3 37.19.6 2.4

17.1 8.0 4.0

15.6 4.7

11.4

47.7

46.0

45.5
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22.7

29.3

10.9

10.8 3.0

13.8 17.2 17.2 10.341.4

22.9 37.1 31.42.9 5.7

18.537.037.07.4 0.0

大いに期待している ある程度期待している なんとも言えない 

あまり期待していない 全く期待していない 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

（就業経験のない在学生への教育について） 
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（図表44）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての期待DI（業況別） 

（注）各DIの項目の順序は、「黒字基調」の企業のDIの順位（「その他」を除く）。 

（就業経験のない在学生への教育について） 
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（図表46）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての期待DI （業況別） 

（注）各DIの項目の順序は、「黒字基調」の企業のDIの順位（「その他」を除く）。 

（自社の従業員を派遣する、あるいは、留学させる場合の教育について） 
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（図表45）人材の育成・提供を行う機関としての 大学・大学院での教育についての期待の度合い （業況別） 

DI=「大いに期待している（%）」×1＋「期待している（%）」×0.75＋「なんとも言えない（%）」×0.5＋「あまり期待していない（%）」×0.25 
DIは、50の時が『なんとも言えない』、50超の時が『期待している』、50未満の時が『期待していない』を示す。 

〔産学連携による研究・開発、生産管理の能力の向上〕 
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収支はほぼ均衡（n=199） 

赤字基調（n=159） 

〔専門知識の高度化（技術以外）〕 
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（自社の従業員を派遣する、あるいは、留学させる場合の教育について） 

〔マーケティング、法務、財務・会計等に関する再教育 
（リカレント教育）によるマネジメント能力の向上〕 
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（図表47）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての評価 （業況別）  

DI=「期待を下回る（%）」×1＋「期待をやや下回る（%）」×0.75＋「期待通り（%）」×0.5＋「期待をやや上回る（%）」×0.25 
DIは、50の時が『期待通り』、50超の時が『期待を下回る』、50未満の時が『期待を上回る』を示す。 
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（図表48）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての評価DI（業況別） 

（注）各DIの項目の順序は、「黒字基調」の企業のDIの順位（「その他」を除く）。 

（就業経験のない在学生への教育について） 
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（図表50）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての評価DI （業況別） 

（注）各DIの項目の順序は、「黒字基調」の企業のDIの順位（「その他」を除く）。 

（自社の従業員を派遣する、あるいは、留学させる場合の教育について） 
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（図表49）人材の育成・提供を行う機関としての大学・大学院での教育についての評価 （業況別） 

DI=「期待を下回る（%）」×1＋「期待をやや下回る（%）」×0.75＋「期待通り（%）」×0.5＋「期待をやや上回る（%）」×0.25 
DIは、50の時が『期待通り』、50超の時が『期待を下回る』、50未満の時が『期待を上回る』を示す。 

〔産学連携による研究・開発、生産管理の能力の向上〕 
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収支はほぼ均衡（n=128） 
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〔新技術の習得〕 
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〔専門知識の高度化（技術以外）〕 
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（自社の従業員を派遣する、あるいは、留学させる場合の教育について） 

〔マーケティング、法務、財務・会計等に関する再教育 
（リカレント教育）によるマネジメント能力の向上〕 
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